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Ⅰ. 序
戦後の日本における家族の変化の 1つとして, 雇用者として働く有配偶女性の増大がある. な
かでも, 母親の就業と子どもの関連については, これまでに多くの研究が行われてきた




ものではなく, 一貫もしていないことが指摘されている (Gottfried and Gottfried, 1988：末盛,
2005).
母親の就業の有無による予測力に限界があることが認識され始めた結果, 米国では研究関心の
変化が見られるようになった. 具体的に言えば, 母親の就業の有無に焦点を置くものから, 母親
の就業特性に焦点を定める研究が 1990 年代以降増えている (Crouter et al., 1999：Percel and
















母親の就業特性と子どもの関係に関しては, 大きく 3 つの研究上の系譜が存在する (Perry-
Jenkins et al., 2000：Roeters et al., 2010). 1 つは, コーンやスクーラーが中心となって行っ
てきた ｢職業とパーソナリティーに関する研究｣ である (Kohn and Schooler, 1983). 研究分
野としては, 主に教育社会学や階層研究の分野において行われてきたものである.
2 つめは, 職業ストレスと親子関係および子どもの関係を検討してきたものである (Perry-
Jenkins et al., 2000). これは主に心理学の分野で検討されてきたものである. この研究系譜は,
親が職業生活で抱えるストレスや心理状態が親子関係や子どもに対してどのような影響を及ぼす
のかを明らかにしようとしている.
3 つめは, 役割理論から派生したモデルを理論的に参照する研究である (Greenhaus and
Powell, 2006：Roeters et al., 2010). このモデルは社会学および社会心理学において検討され
ることが多い.
本稿では, 以上の 3つの理論的な系譜にもとづきながら, 母親の就業特性が子どもに与える影
響に関する先行研究を検討する(1). その後, 本テーマにおける今後の課題を析出する.
Ⅱ. 職業社会化仮説 ｢職業とパーソナリティ｣ の研究
コーンらの諸研究は, 親の職業の特性が親子関係や子どもに与える影響を検討しており, 職業
生活と家族生活の関係を説明する代表的な理論の 1 つである (Perry-Jenkins et al., 2000). そ
れまでの階層的指標に依拠するのではなく, 職務の複雑性や自律性という独自の概念を創出して,
これが本人の養育価値や子どもに影響を与えるとする立論は, 多くの研究者の関心を呼んできた




コーンらは, 過去 30 年以上にわたって, 人々の生活条件とパーソナリティの関連を検討して
きた. 研究の端緒は, コーンが親の養育行動の社会階層による差異に関心を持ったことに始まる





を特定してみせた点にある (吉川, 1998). 彼らは, 社会階層を, 従来のように漠然と捉える
のではなく, その最も本質的な部分である職業生活の特性に絞って論じたのである (吉川, 1998).
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その後, コーンらは, 親の職務の複雑性や自律性が高いことで, 子どもに対しても同様な価値
や志向を持って子育てを行うようになると主張した. 具体的には, 複雑性や自律性に富んだ職務
に就く親は, 自己指示的な養育価値 子どもの自律性や自己決定を尊重し, 促進するような
ことを是とする養育上の価値 を抱くようになるとした.
以上, コーンらの理論的議論について説明した. 以下では, 国内外の実証研究を検討していこう.
 先行研究の検討
Kohn et al (1990) では, 職業とパーソナリティの関連が, 米国, ポーランド, そして日本で
確かめることができるのかを検証している. 米国のデータは, 1964 年に彼らが行なった調査を
もとに, 1974 年再調査した男性 687 名を用いている. 日本のデータは関東地方を母集団とした
無作為抽出によりとられた 629 名の男性 (1979 年に調査実施) である. 年齢層は 26 歳から 65
歳とやや幅広い. ポーランドも日本と同様, 1979 年に調査を行なった. 同じく無作為に抽出さ
れた 19 歳から 65 歳の男性 1557 名がデータとなっている. 以上のデータを用いて, 高い社会階
層に位置しているほど, 子どもに自己指示性をより重視するのかを検証した.
分析の結果, こうした予測はおおむね 3つの国において確認することができた. しかし, 結果
を眺めると, 日本の場合, 米国やポーランドと異なっており, 学歴や年収を統制すると, 自己指




り直接的に規定すると考えられる養育行動に対する検討は手薄である (Luster et al., 1989). そ





た. これと同時に, 母親本人の社会経済的地位 (学歴, 職種) と養育価値の関連が検討されてお
り, 母親の学歴が高いほど, 同調的な養育価値が有意に低下していることなどが確認されている.
コーンらの研究は, 成人男子を念頭に置いたものが多く, 女性をサンプルとした研究はあまり
行われてこなかった. その後, 女性を対象とした研究も始められ, その中でも有名なのがPercel
and Menaghan (1994) の研究である. データは, 米国で行われている青少年に関する全国縦
断的調査 (National Longitudinal Survey of Youth) を用いた. この研究では, 働く女性の職
務の複雑性と子どもの家庭環境の特性との関連を検討している.
分析の結果, 職務の複雑性が高まるほど, 子どもの家庭環境が向上していることが確かめられ




MacDermid and Williams (1997) は, 母親の就業経験が, 子どもに対する養育行動 (parent-
ing behaviors) や子どもの問題行動とどのような関連をもっているのかを検討した. この研究
の特徴は, 幅広い職業の特性を検討している点である. 例えば, 仕事の要求 (demand) を, ス
ケジュールにおける要求と仕事自体の要求に分けたり, 社内の人間関係も, 上司と同僚とに分け
た上で分析を行っている. 分析対象は, 週 30 時間以上働き, 18 歳未満の子どもをもつ母親 71
名である.




一方, わが国では, どのような結果が報告されているだろうか. これまでのところ, わが国で
は, 職務の複雑性の効果に関して一貫した結果は出ていない.
中井 (1991) は, 札幌市在住の満 20 歳から 40 歳の女性を用いて, 本人の学歴および職業階層
が親の養育価値に与える影響を検討した. 分析の結果, 学歴が高い程, 自己の行動を自分でコン
トロールできることを重要と考える傾向があることが確認された. 一方, 礼儀作法や外的基準へ
の同調性に関しては, 学歴の高い人ほど望んでいなかった. さらに職業に就いている女性のみを
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表 1 母親の就業特性が子どもに与える影響に関する米国の先行研究







































































ど, 子どもの好奇心や自立を高く評価する傾向がみられた. 逆に, 性別役割観や礼儀正しさにつ
いては, 地位の低い職業に就いている者が高く評価する傾向がみられた.
以上の結果は, コーンらの仮説を支持していると言える. しかし, 職業階層の結果は, 本人の
学歴を統制していないので, 職務階層の独自な効果なのかは判断がつかない. Kohn et al
(1990) の研究で明らかな通り, 学歴, 年収を統制すると, 職種の効果がかなり低下しており,
関連変数の統制は分析上重要なステップと言える.
中井の研究は, 職務の複雑性を直接扱っていない点で, 厳密にいえばコーンの仮説の追試となっ
ていない. 他方, コーンの職務の複雑性を用いた国内の研究として, 直井 (1989b) がある. こ
の研究は, 2 段階無作為抽出でとられた男性の配偶者 (女性) 418 名を用いた.
有職者に限って, 職務の複雑性と親の養育価値の相関係数を求めたところ, 複雑性の高い職業
に就いている人ほど, 子どもに対してより自律的な判断を求めるという関連がみられた.
しかし, 年齢と学歴の影響を除いた偏相関係数では, 職務の複雑性の有意性が消失した. 米国
の先行研究において, 養育価値に対しては, 職務の複雑性より, 本人の学歴の方が説明力を有し
ているという指摘がなされている (Alwin, 1984：Luster et al., 1989：Wright and Wright,
1976). もしも学歴の効果の方が強いとすれば, 職務の複雑性や自律性がもつ効果は本人の学歴
等の属性要因による擬似効果である可能性が出てくる. こうした批判に対してコーンは, それで












































コーン, スクーラーの研究は, 主に職務の複雑性の効果に焦点を定めてきた. こうした研究の
一方で, 親の社会階層と親子関係の関連を扱った諸研究も存在している (Hoff et al., 2002).
母親の就業と子どもの関係においては, 考慮すべき背景要因として親の社会階層が指摘されて




ることが確認されている (Gecas, 1979). Sears (1957) では, 中流階級と労働者階級によって,
子どもに対する情緒的支援に変化があるかを検討したところ, 中流階級の親の方が, 子どもによ
り優しく接していることが確かめられている.
また, Thomas et al (1974) は, 複数の調査地域で親の社会階層と子どもに対する情緒的支
援の関連を検証した. その結果, 一部の地域を除いて, 労働者階級より中流階級において, 子ど
もに対する情緒的支援が行われていることを明らかにした.
以上のような結果が報告される理論的な意味については, Gecas (1979) でもあまり触れられ
ていない. 本論では, 親の社会階層が高いほど, 子どもに情緒的支援を行うことの理由として,
以下の 2つを考えた.
1 つは, 経済的な問題である. 米国の研究では, 経済的に困窮している場合, 親のディストレ
スが高まり, その結果, 子どもに対して支援的な関わりを行うことが難しいことが報告されてい
る (Conger et al., 1984). つまり, 経済的に余裕がある親の方が, 精神的にゆとりが生まれ,
子どもに情緒的支援を行いやすいことが考えられる.
もう 1つは, 養育規範の内面化の問題である. ブロンフェンブレナーによれば, 専門家が指摘
するような新たな養育規範の影響を受けやすいのは, 労働者階級より中流階級であると指摘して
いる (Bronfenbernner, 1958). わかりやすく言えば, 中流階級の者ほど, 専門家の意見に追随
するというのである. したがって, 中流階層ほど, 子どもに対してより民主的でかつ情愛的に接
するべきといった現在主流となっている養育上の規範を内面化しやすいことが考えられる.







以上は, 欧米における先行研究の検討であった. しかし, 国や文化によって, 社会階層が親子
関係に与える影響も異なると考えられる. 以下, 国内の先行研究を概観していきたい.
親の社会階層としつけとの関連を検討した研究として, 片岡 (1987) が挙げられる. 分析対象
は, 大阪府にある高校 2年生 855 名を対象としている. まずしつけの方法を, 説明型, ひとこと
型, 小言型, どなる型, なぐる型の 5つに分け, これが親の階層変数によってどのような違いが
みられるかを検討した. 分析の結果, 親の階層変数としつけの間には全く関連性が見られなかっ
た. 性別, 父親の職業, 父母の学歴別にみても, しつけの方法について全く差異が生じていなかっ
た (片岡, 1987). ここから, 片岡は ｢青年期のしつけの方法について社会階層による差異は存
在せず, 均質であることが予想される｣ との見解を残している.
片岡は, 小中学校時代のしつけの厳しさについて回顧法でたずね, これと階層変数との関連も
みている. ここでは, 学歴が高かったり, 父親の職種が上級ノンマニュアルであるほど, 礼儀や
言葉使いに関してより厳しかったという結果が出ている. この結果はコーンらの仮説と反対の結
果である. この結果に対して, 片岡は, ｢親の価値期待を調査したわけではないので比較はでき
ないが, 日本ではコーンの自立 同調の一次元軸は成立しないのではないかと予想できる｣
と指摘している. 片岡の分析では, 子どもに対して同調的な価値を提供しているのは, 低い階層
ではなく, むしろ高い階層においてである. こうした結果にふれ, 日本でのコーンの仮説の応用
性に関しては慎重であるべきとしている (片岡, 1987).
わが国において, 親子関係に関する指標にあまり階層差が明確には見られないことは, より代
表性の高いサンプルにおいても確かめられている. 藤崎 (1996) は, 総務庁青少年統計局が行っ
た国際比較データの中から, 日本 854 名, 米国 924 名, 韓国 987 名を用いて, 親子関係に関する
階層差を検討した. 具体的には, 子どもの活動の多様性が階層間でどれくらい異なるかを検討し
た. 子どもの活動の多様性は, ｢遊ぶ｣, ｢学ぶ｣, ｢活動する｣ の 3 つにより測られた. 分析の結
果, 0.1％水準で韓国や米国では収入が高いほど, 子どもたちの活動が多様になっていることが
確認されたのに対し, 日本ではこうした階層差が確認できなかった (藤崎, 1996).
簡単に結論は下せないが, 国内の先行研究をみる限り, 親の社会階層と親子関係の間に明確な
関連はみられず, その方向も一貫していない. なかには, 高い階層ほど子どもに同調的な価値を
重視しているという結果もみられた. 親の社会階層と親子関係との間に関連がみられないとの報
告もみられた.




が, ほぼ全ての階層に普及したと述べている. 逆にいえば, わが国の場合, 階層的地位に関わら
ず, 均質的な親子関係が展開されているとも言える.
ただし, 以上で取り上げた研究は時期的に 1980 年代後半から 2000 年手前のものである. 近年
の状況については, 本テーマについて必ずしも十分に研究が行われていないため, 現状について
は明確な判断はできない.
2000 年以降は, 日本社会の格差が広く認識され, 子どもの貧困も可視化され始めた (山野,
2008). 親の就業環境および所得状況も流動化しているので, 親の社会階層と親子関係の関係も




職業ストレス (work stress) が家族や子どもに与える影響に関しては, わが国ではほとんど検
討が行われていない.
しかし, 職業ストレスが家族に与える影響を検討する研究系譜は, 仕事と家庭の関連を考える
上で, 代表的なパースペクティブの 1つとされている (Perry-Jenkins et al., 2000).
なお, 本稿ではこの研究系譜を職業ストレス仮説と呼ぶことにする.
 理論的背景
米国の研究において, 職業ストレスは, 他のどんな職務上の特性より, 職業生活と家族生活の







とが挙げられる. こうした父親の振舞いは, 妻の不安傾向を高めたり, 子どもの気持ちを不安定
にさせるかもしれない. こうした仕事生活での心理状態が家族に持ち込まれることを, 研究上,
流出モデル (spillover model) と呼んでいる (小野, 1995).
母親の就業に対する心理状態が子どもに与える影響に関しても, ほぼ同様なロジックが提出さ
れている (Raillings and Nye, 1979). 仕事に対して満足している母親は, 子どもに対してより
許容的に温かく接する傾向があるという. この場合, 自分が働いているという子どもに対する罪
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悪感から, その補償として, より子どもに対して優しく接すると考えられている (Raillings and
Nye. 1979). しかし, 仕事に不満足な母親は, 子どもに対してより拒否的, 放任的に接するよ
うになり, 適切な関わりができなくなる. こうした場合, 子どもの心理状態は不安定になり, 問
題行動も生じ易いとされている (Hoffman, 1963：Raillings and Nye, 1979).
もちろん家族でのストレッサーが職場での働き方に影響するという方向も考えられる
(Stevens et al., 2007). しかし, 基本的に, 職場でのストレッサーが家族に与える影響が検討さ
れてきた. つまり, 家族生活が職業生活に影響するというより, 職業生活が家族生活に与える影
響が主に検討されてきたのである.




Crouter et al (1999) は, 父母の仕事の圧力 (work pressure) と青年期の子どもの心理的適
応 (psychological adjustment) との関連に関する検討を, 190 の共働き家族を対象に行った.





にされた. この分析では, 父母の仕事の職業威信も変数として投入しているが, 親の役割過重や






















































Galambos et al (1995) は, 7～11 歳の子ども 105 人とその父親 95 名, 母親 95 名を対象に,
親の仕事の過重が親のストレスや親子関係を通して, 子どもの問題行動に影響を与えるのかを検
証した. 分析の結果, 母親の仕事の過重さが母親の子どもに対する受容に影響を与え, それが子
どもたちの問題行動に影響を与えていた.
MacEwen and Baring (1991) は, 母親の職務に対する満足感が, 子どもの問題行動にどの
ようなプロセスで影響を与えているかを, 就業女性 147名を対象に検討した. このパス解析を行っ
た結果, 母親の職務満足感の低下は母親自身のストレスを高め, そのことで養育行動が拒否的に





Suemori (2005) は, 東京都郊外地区に居住する 528 組の母子カップル調査のデータを用いて,
母親の職務満足感と子どもの対人関係に対する信頼感との関連を検討した. その結果, 母親の職
務満足感が高いほど, 子どもの対人関係に対する信頼感が有意に高まることが示された.










える. 近年, 多重役割理論をもとに, 親の就業特性と親子関係の関係を読み解く研究が現れてき
たので, ここに紹介しておく (Barnett, 2008：Roeters et al., 2010).
多重役割理論は, これまで仕事や子育てなど親が複数の役割を占有することと親の心身の状況
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表 4 母親の職業ストレスが子どもに与える影響に関する国内の先行研究












標として用いられていた. 以下の研究は, この多重役割理論を親の就業状態だけでなく, 親の就
業特性そのものに援用したところに特徴がある.
 理論的背景
多重役割理論からは, 大きく 2 つの理論仮説を導くことができる (Roeters et al., 2010). 1
つは, コンフリクト仮説 (conflict hypothesis) であり, もう 1つは多重役割恩恵仮説 (enrich-
ment hypothesis) である.
コンフリクト仮説は, 理論的な前提として人間にとって時間やエネルギーは有限であると考え
ている. したがって, 仕事量が多い場合など, 仕事の要求 (demand) が高まると, 人は家族生
活をスムーズに営むことが難しくなる. 親子関係にひきつけて言えば, 仕事と親子関係の量ある
いは質とは葛藤関係にあると考える.
一方, 多重役割恩恵仮説では, 上のコンフリクト仮説とは異なった考えを持つ. 時間は有限で
あるが, 人間の持つエネルギーを必ずしも有限とは考えない. また, 仕事と家庭の関係が常に葛
藤的な関係にあるとは考えない. むしろ両方の役割に従事することによる恩恵もあると考える.
例えば, 仕事を行うことによって, 新しい技術や能力を身につけることができ, その技術は家族
生活にも役立つ場合がある. 仕事場で楽しい経験をすることによって, 家族生活がより安寧なも






Roeters et al (2010) の研究がある. ロエターらは, 親の就業特性が親子関係の状況を媒介して
親子関係の質に影響を与えるというプロセスモデルを設定し, これを実証的に検証した.
分析対象は, オランダに住み, 学童期の子どもをもつ父親 (1008 名) および母親 (929 名) で
ある. 独立変数は, 労働時間, 就労の不安定性, 組織文化, 職業ストレス, 仕事の柔軟性, 脱標












この結果は, 一見矛盾するようにも見えるが, 以下のように解釈できるだろう. この研究で言
う脱標準型の勤務スケジュールとは, 交替勤務がある, 夜間勤務, 週末勤務があるといった質問
内容できかれている. 通常の勤務スケジュールでないことにより, 子どもと一緒にいる時間を確
保しやすいことが考えられる. 例えば, 勤務を週末に固めているなら, 平日は子どもと過ごすこ
とができる. しかし, このことは同時に, 子どもと一緒にいることが阻害されることにもつなが
る. 週末勤務の場合には, 当然ながら仕事が理由で, 週末に子どもと一緒にいることができない




指摘している (Roeters et al., 2010)
Ⅵ. おわりに 今後の課題
本論文では, 母親の就業の特性が子どもに与える影響を扱った 3つの系譜の理論と先行研究を
概観してきた. 以下, 全体をまとめ, 今後の課題について述べる.
今回概観した研究群の特徴は, 母親の就業状態ではなく, 就業の特性や中身に注目している点
である. 検討の結果, ①職業とパーソナリティを援用した研究は米国等では一定に支持されてい
るが, 日本では明確な支持は得られていないこと, ②職業ストレスの視点を援用した研究は, 米
国と日本ともに仮説を支持する研究は多いこと, ③比較的新しいアプローチである多重役割理論
にもとづいた検証では, 就業特性が親子関係に与える影響を複雑であり, 複数の仮説や視点から
見ていくことが必要であること, が示された. 以下では, 先行研究の課題を指摘しながら, 今後
の展望について述べていきたい.
先行研究の課題は大きく 3つある.




が, 近年理論的な研究が積み重ねられている (Voydanoff, 2008). こうした理論的な論文が精
力的に積み重ねられている一方で, 必ずしもそれが実証研究へとつながっていない現状がある.
特に日本の研究は海外に比べ, 理論的な部分の検討が遅れている. 今後は, 日本の文脈にも配慮
しながら, どう理論の部分を構築していくかが問われている.
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2 つめは, ジェンダーの視点から見ての課題である. 本論文は, あえて母親の就業特性と子ど
もとの関連についてレビューを実施した. この検討の範囲の選択の仕方は, ジェンダーの視点か
ら見ればやや奇異に映るかもしれない. しかし, ロエターらが指摘するように, 親の就業特性と
子どもの関係を見る研究の多くは, 母親を取り上げており, 父親を取り上げる研究は少ない
(Roeters et al., 2010). つまり, 先行研究全体を見た評価としても, 母親に関する研究は進んで
いるが, 父親に関する研究は十分に行われていないのである.
性別役割分業そのものに大きな変化は起きていないが, 育児や子育てに関わる父親は近年増え





3 点目は, 現在の労働をどう捉えるかという点である. これまでは理論的にコーンらの職業社
会化仮説や職業ストレス仮説が前提とされており, 検討すべき変数があらかじめ設定されていた
面があった. このことは同一の変数を用いた研究の積み重ねにつながり, 研究の進展に寄与した
面はある. しかし, 逆に言うと, 労働のあり方の変化やグローバリゼーションを含めた労働の変
動を必ずしも捉えていない研究が蓄積される結果ともなった.
社会学や労働研究において, 近年労働そのものが大きく変化していることが多くの論者によっ








 仕事と家族生活に関する研究動向をより幅広く知るには, 石井 (2007), Perry-Jenkins et al (2000)
の研究が参考になる. なお, 本稿ではワーク・ファミリー・コンフリクトは扱わない. その理由は, ワー
ク・ファミリー・コンフリクトに関しては多くの研究が蓄積されているため, 本稿の中でワーク・ファ
ミリー・コンフリクトの先行研究も論じると, 論文全体としての整理が複雑になると判断したためであ
る. ワーク・ファミリー・コンフリクトに関しては, 藤本・吉田 (1999), 加藤 (2010) の研究がある.
 職務の複雑性とは, 実際の仕事において, どの程度複雑な判断を要求される仕事をしているかという
ことを意味している. 具体的には, ｢もの｣ (例. 荷物の運搬や機械の点検業務など), ｢ひと｣ (例. 営
業, 接客業務, 監督業) ｢データ｣ (例. 文書作成, 分析, 意思決定) の 3 次元にしたがって, 本人の職
務の複雑性が判定される. 測定方法そのものは難解であり, 本論にてその全容を紹介することは難しい.
ただ基本的に, ｢ひと｣ や ｢データ｣ に関わる仕事を行っているほど, その職務の複雑性は高いと判定
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され, ｢もの｣ を用いて仕事を行うほど, その職務の複雑性は低いと判定される (直井, 1989a).
 コーン以外にも, 社会階層と家族との関連をめぐる理論は存在する. 例えば, バーンスタインは, イ
ギリスの下層階級と中流階級の家庭での親と子どもの言語的な相互交渉の社会言語学的な分析に基づい
て, 当時広範囲に認められた子どもの学力や認知発達の違いは, 家庭での親子間の相互作用のあり方に
よって生まれていると主張した (Bernstein, 1971). 例えば, 下層階級の母親は, 衝動的で権威主義的
な子育ての仕方をすることが多く, その結果論理的な思考や分析的な推理をおさえ込むような言葉をよ
く用いるという. このことをバーンスタインは, ｢制限コード｣ と定義した. こうした中では, 子ども
は地位に固定され状況に従属した, 限られた人間関係の中に閉じ込められた意味世界しか把握できなく
なる. そのため, 下層階級の子供たちは, 複雑な考えや論理的な思考を伝えることが困難になりやすい.
逆に, 中産階級の場合は, 主として地位間の境界が弱く, 構成員は個人の差異によって分化しているこ
とが多い. そこでは, 各構成員の独自の性質が尊重され, 状況の拘束を乗り越えた普遍的な意味世界へ
のつながりをより確保するようになると考えた. この言語コードを, バーンスタインは ｢精密コード｣
と定義した.
 比較的近年の研究によれば, 学歴や年収といった親の階層属性と幼児期の基本的な発達との間に明確
な関連は見られないことが報告されている (品田, 2010：松田, 2010).
 職業生活でのストレスが家族生活に影響を与えるというプロセスは, 女性のみならず, 男性において
も確認されている. 例えば, Whitbeck et al (1997) は, 316 の共働き家族を対象に, 親の職業の特性
が養育行動および子どもの自己効力感 (self-efficacy) に与える影響を検討した. 分析の結果, 父親の
場合, 職務状況 (職務の自律性) が良好なほど, 支援的な養育行動を子どもに対して行っており, この
結果, 子どもの自己効力感が有意に高まることが示された.




2003). 一方, 日本では, こうした新しい労働の現実と子どもとの関係や生活とつなげて研究を行うケー
スはまだ少ない.
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